


















































及び一般財団法人に関する法律」（2006 年法律第 48 号）（以下，「一般法人法」という。），「公益
社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律」（2006 年法律第 49 号）（以下，「公益法人認
定法」という。），「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団
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数は一般財団法人 7,245，一般社団法人 56,412，合計 63,657 となっている8（図表１参照）9。
新公益法人制度がスタートして 10 年を経過しているが，公益法人数は旧公益法人の移行認定
8,998 法人から 585 法人増加して，9,583 法人にとどまっており，制度改革によって期待されたよ
うには増加していないのが現状である。一般法人数は大幅に増加しており，中でも一般社団法人






ている（2017（平成 29）年 12 月１日現在，9,493 法人）が，本稿の執筆時点においての最新版は 2017
（平成 29）年版であることから，「公益法人等の検索」（https://www.koeki-info.go.jp/pictis-info/
csa0001!show#prepage2）を用いて全国の公益社団法人および公益財団法人を検索し，その合計をもっ
て，本稿記載の公益法人数としている（2019（令和元）年 11 月 27 日時点）。
9　一般法人の数は「国税庁法人番号公表サイト」（https://www.houjin-bangou.nta.go.jp）における一般社団







































第 10 号　 理事について，同一親族等の理事の合計数が理事の総数の３分の１を超えないこと
（監事についても同じ）
第 11 号　 理事について，他の同一団体の関係者の理事の合計数が理事の総数の３分の１を超
えないこと（監事についても同じ）
第 12 号　 収益および費用等の額が一定の基準に達している場合，会計監査人を置いているこ
と
第 13 号　 理事，監事および評議委員に対する報酬等について，不当に高額なものにならない
ような支給の基準を定めていること
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第 14 号　 一般社団法人においては，社員に対し不当に差別的な取扱いをせず，理事会を設置
していること
第 15 号　 他の団体の意思決定に関与することができる株式等の財産を保有していないこと
第 16 号　 公益目的事業を行うために不可欠な特定の財産について，その旨ならびにその維持
および処分の制限について必要事項を定款で定めていること
第 17 号　 公益認定の取消し等の場合に，公益目的取得財産残額に相当する額の財産を類似の
事業を目的とする他の公益法人もしく国や地方公共団体等に贈与する旨を定款で定
めていること
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　本稿は，JSPS 科研費 JP17H06191 の助成を受けたものである。
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